
令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月22日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １３３９ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 人権問題啓発活動事業

会計 1 3 1 1 事 業 開 始 年 度 平成 14予 算 科 目 コ ー ド

目　　的

　人権に関する講演会の開催や、人権週間（毎年12月4日～10日）中に街
頭啓発活動を行い、町民等の人権意識の向上を図る。
　同和・人権団体が開催する研修会等に職員が参加することにより、差別や
人権問題に対しての知識や見識を習得する。

対　　象
・人権講演会及び街頭啓発活動・・・町民等
・同和・人権団体開催の研修会等・・・人権担当職員等

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

みんなでつくる自立
と協働のまちづくり

協働によるまち
づくりの推進

人権・男女共同
参画

人権意識の啓
発

啓発活動の推進

関連する個別計画 　湯河原町地域福祉計画

P141 5 Ⅱ 5 （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容

　教育委員会が主催する家庭教育学級において、人権教育をテーマとした
講座（１講座）を共催で開催するほか、人権週間に合わせ、湯河原駅などに
おいて街頭啓発活動を実施する。（新型コロナウイルス感染症防止のため、
令和２年度は中止。）

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 742,400

人件費合計 742,400 716,500 701,200

716,500 701,200

総事業費 1,197,379 975,908 1,181,200

会計年度任用職員等

事業費 454,979 259,408 480,000

人権講演会 開催回数 回 1 0 1

150,000 0 160,000

地方債

その他特定財源

一般財源 1,047,379 975,908 1,021,200

財源合計 1,197,379 975,908 1,181,200

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

該当啓発活動 実施回数 回 1 0 1

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

人権講演会参加者 参加者数 人 68 0 80

街頭啓発の配付数 啓発用品の配付数 個 400 0 350

3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段
SDGsとの関連

該当なし

○ ○

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓

社会福祉課(人権問題啓発活動事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　事業の性格上、行政が主体となり啓発活動を行っていく必要があ
ると考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果
が得られているか 5

　継続して事業を実施することにより、町民等の
人権に対する意識が醸成され、事業の成果が
得ることができていると考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益
の機会が均等か 4

　啓発活動は町民であるなし、また、老若男女
の区別なく幅広く実施しており、受益の機会は
均等であると考える。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点

　継続して事業を実施することにより、町民だけでなく、より多くの方々に人
権に関する理解を深めてもらうことができた。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要がある
のか 5

　人権啓発活動については、特に行政と人権
擁護機関とが協力し合い、積極的に取り組む必
要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　講演会の開催や人権週間に合わせた啓発活
動等により、広く人権に対する意識の向上が図
られたと考える。

　令和２年度はコロナ禍のため、会場開催ができなかったことを踏まえて、令
和３年度の人権講演会は、当日の講演会の内容を後日、動画配信（Ｙｏｕｔｕ
ｂｅ）によって視聴できるようにした。（申込制）
　引き続き、湯河原町人権擁護委員会、教育委員会等と連携を図りながら、
人権啓発活動を実施していきたい。

令和４年度以降の
方向性

　引き続き、積極的な啓発活動の実施により、町民等の人権に対する意識
の向上を図る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　人権に対する意識の向上及び醸成は大変
重要であり、継続して事業を実施する必要が
ある。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）

社会福祉課(人権問題啓発活動事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月22日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １３６２ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 湯河原町社会福祉協議会補助金

事 業 開 始 年 度 昭和 ３７

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 1

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

地域福祉 地域福祉の総
合的展開

社会福祉協議会の
充実

P62 2 Ⅱ ４ （１） ④

関連する個別計画 　湯河原町地域福祉計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的

　湯河原町社会福祉協議会に対し、地域福祉活動の拠点として効率的な運
営、事業活動の促進等のために必要な補助を行うことにより、子どもから高齢
者、障がい児者等、町民の誰もが元気に支え合い、安心して暮らせるまちづ
くりの推進を図る。

対　　象 　社会福祉法人　湯河原町社会福祉協議会

内　　容
　湯河原町社会福祉協議会の役員報酬及び職員給与の総額から湯河原町
及び神奈川県社会福祉協議会からの受託金を差し引いた額を補助金として
交付する。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 154,655

人件費合計 154,655 147,415 144,890

総事業費 22,974,655 24,888,425 26,164,890

147,415 144,890

会計年度任用職員等

事業費 22,820,000 24,741,010 26,020,000

社会福祉協議会職員数 職員人数 人 4 5 5

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 22,974,655 24,888,425 26,164,890

財源合計 22,974,655 24,888,425 26,164,890

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

補助金額 事業実施に直接関係 千円 22,820 24,742 27,622

実施事業数 事業数 事業 32 30 30

社会福祉課(湯河原町社会福祉協議会助成金)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　社会福祉協議会は、地域福祉の牽引役として、
ボランティアの育成、福祉サービスの実施等、行
政と協力し事業展開しており、町が支援する必要
がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　地域に密着して高齢者や障がい者などへ
サービス提供を行うなど、地域福祉を支える重
要な役割を担っているため、効果は大きい。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点

　社会福祉協議会の運営の安定化を図り、円滑な事業実施等による地域福
祉の増進に寄与した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

　社会福祉協議会の人件費に係る補助であるため、行政が実施す
るものであると考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 5

　地域福祉サービスを必要とする者への支援と
して広く成果が得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 5

　広報紙「社協ゆがわら」、「えがお」を定期発
行し、周知を深めるとともに、随時相談を受け付
けており、機会の公平性は保たれる。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）

　社会福祉協議会が行っている事業の内容確認や理事会及び評議員会の
傍聴など、運営の現状や計画を把握する。

令和４年度以降の
方向性

　引き続き補助金を交付し、地域福祉サービスの充実を図っていく。しかしな
がら、民間の社会福祉法人である以上、自主財源をもって法人運営すること
が原則であり、持続可能な事業を続けるためにも積極的な財源の確保が必
要であることから、町との連携を深め、事業内容や財源確保などについての
協議の場をもつなどして、補助金の適正化に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　社会福祉協議会の運営健全化と地域福祉
サービスの充実を図るため、継続して補助し
ていく必要がある。

社会福祉課(湯河原町社会福祉協議会助成金)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月22日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 1370 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 年末慰問金事業

事 業 開 始 年 度 昭和 ４５

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 1

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

社会保障の充
実

生活支援・ひとり
親福祉

自立支援と最低
生活保障

生活困窮者への支
援

P77 2 Ⅲ 10 （１） ①

関連する個別計画 　湯河原町地域福祉計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　経済的理由によって就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対
し、生活の一助となるよう経済的な支援として慰問金を支給するもの。

対　　象
　義務教育就学児童・生徒がいる生活保護世帯（要保護世帯）及び低所得
者世帯で義務教育就学児童・生徒のいる世帯（準要保護世帯）の保護者

内　　容
　毎年12月に要保護世帯及び準要保護世帯につき年額5,000円を保護者に
支給し、更に準要保護世帯については、対象児童生徒一人につき5,000円
を加算して保護者に支給する。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 433,034

人件費合計 433,034 412,762 405,692

総事業費 1,398,034 1,502,762 1,485,692

412,762 405,692

会計年度任用職員等

事業費 965,000 1,090,000 1,080,000

支給対象件数 対象世帯の件数 件 85 97 88

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 1,398,034 1,502,762 1,485,692

財源合計 1,398,034 1,502,762 1,485,692

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

支給対象人数 準要保護世帯の児童生徒数 人 108 121 128

支給対象人数 準要保護世帯の児童生徒数 人 108 121 128

支給対象件数 対象世帯の件数 件 85 97 88

社会福祉課(年末慰問金事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　経済的理由によって就学が困難と認められる
義務教育就学中の児童生徒のいる世帯への経
済的支援として町が実施している。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　教育委員会において、小中学生のいる生活保
護世帯及び準要保護世帯への就学援助費の支
給を実施しているが、事業の趣旨は異なるものと
考える。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点

　平成21年６月に要綱を定め現行支給額となった。
　現支給額　要保護・準要保護　5,000円/世帯、準要保護対象児童5,000円/人
　旧支給額　要保護・準要保護　3,000円/世帯、準要保護対象児童2,000円/人

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

　生活困窮世帯への支援策であり、行政が実施すべきものと考え
る。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 4

　経済的な支援を行うことで、義務教育就学中
の児童生徒のいる世帯の生活基盤の一助と
なっている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 4 　事業における対象者への支援は均等である。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　事業を継続し、生活困窮世帯への支援を図る。

令和４年度以降の
方向性

　今後も事業を継続し、生活困窮世帯を支援し、福祉の向上を図る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　義務教育就学児童・生徒がいる生活困窮
世帯の経済的支援の一助となっている。

社会福祉課(年末慰問金事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月22日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １３７４ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 外国籍町民等福祉給付金助成事業

事 業 開 始 年 度 平成 １９

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 1

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

社会保障の充
実

生活支援・ひとり
親福祉

自立支援と最低
生活保障

生活困窮者への支
援

P77 2 Ⅲ 10 （１） ①

関連する個別計画 　湯河原町地域福祉計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的

　外国籍の町民等で、国民年金法施行時（昭和３６年４月１日）に国籍条項
等により国民年金制度への加入が認められず、その後の年金法改正（昭和５
７年１月１日）により国籍条項が撤廃されても、公的年金を受給することが出
来ない外国籍の高齢者・障がい者等に福祉的な給付を行う。

対　　象 　国民年金制度への加入ができなかった外国籍の町民等

内　　容 　対象者に月額２万円の給付金を支給する。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 185,586

人件費合計 185,586 176,898 173,868

総事業費 425,586 356,898 413,868

176,898 173,868

会計年度任用職員等

事業費 240,000 180,000 240,000

支給対象者数 給付金支給対象人数 人 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 120,000 90,000 120,000

地方債

一般財源 305,586 266,898 293,868

財源合計 425,586 356,898 413,868

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

支給対象者数 給付金支給対象人数 人 1 1 1

社会福祉課(外国籍町民等福祉給付金助成事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 3

　神奈川県の「外国籍県民高齢者・障害者等福
祉給付金助成事業」に基づき、実施する事業で
ある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

3
　県の事業に基づき実施しており、制度的無年
金者の救済として一定の効果が得られている。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点

　国民年金制度への加入ができなかった外国籍の町民への支援を実施する
ことができた。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　制度的無年金者への救済として行政が担うものと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 3

　県の事業に基づき実施しており、制度的無年
金者の救済として一定の効果が得られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 3

　県の事業に基づき実施しており、事業目的に
おける支援は均等に行われている。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）

　町の要綱に基づき、継続的に給付金の支給を行う。
　また、令和２年度中に支給対象者が死亡による減となったが、令和３年度
以降は、転入者等による支給対象者を見込でいる。

令和４年度以降の
方向性

　制度的無年金者への支援として今後も継続する。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　神奈川県外国籍県民高齢者・障害者等福
祉給付金助成事業により、県下で実施され
ており、対象者の経済的支援の一助となって
いる。。

社会福祉課(外国籍町民等福祉給付金助成事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １５５５ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 重度障がい者医療費助成事業

事 業 開 始 年 度 昭和 ５２

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

各種サービスの
基盤整備

保健・医療の充実
P68 2 Ⅱ 6 (2) ①

関連する個別計画 　湯河原町障がい者計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　重度障がい児者が保険診療を受ける場合に、保険対象の医療費自己負担
分を助成することにより、経済的負担の軽減を図る。

対　　象

　・身体障害手帳１級・２級の所持者
　・知能指数35以下の者
　・身体障害者手帳３級所持かつ知能指数50以下の者
　・精神障害者保健福祉手帳１級の所持者（入院医療費は対象外）

内　　容
　重度障がい児者が医療機関で保険診療を受ける場合に、保険対象の医療
費自己負担分を助成するもの。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 927,930

人件費合計 927,930 884,490 869,340

総事業費 73,693,237 63,656,341 78,977,340

884,490 869,340

会計年度任用職員等

事業費 72,765,307 62,771,851 78,108,000

医療費助成件数 助成額に直接関係 件 15,685 14,902 17,225

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 20,664,000 17,732,000 22,269,000

地方債

一般財源 53,029,237 45,924,341 56,708,340

財源合計 73,693,237 63,656,341 78,977,340

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

医療費助成金額 助成実績 千円 71,833 61,634 77,000

社会福祉課(重度障がい者医療費助成事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5 　障がい児者の経済的負担を軽減するため町

で実施する必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5 　各年度において、年間16,000件前後の医療
費助成を行っており、効果は得られている。

令和２年度までの
自 己 評 価ま たは

改 善 点

　平成25年４月１日から精神障害者保健福祉手帳１級の通院医療費を補助
対象とした。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2

　県内医療機関分については、原則、医療費の審査支払を審査支払機関
に委託しているが、県境に位置することから、県外医療機関の利用などに
より発生する償還払いの制度への対応など、課題がある。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 5 　障がい児者の経済的負担の軽減に寄与でき

ている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 5 　手帳取得時に窓口で事業の周知をしており、

受益の機会は均等である。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　重度障がい児者の経済的負担を軽減するための医療費助成制度であり、
現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　重度障がい児者医療費の助成制度であ
り、経済的負担の軽減が図られているため、
継続して実施していく必要がある。

社会福祉課(重度障がい者医療費助成事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １５６９ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 在宅重度障がい者等福祉タクシー利用助成事業

事 業 開 始 年 度 平成 ４

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

障がい児者が
生き生きと暮ら
していくための
環境づくり

社会参加・就労・就
学などの支援

P67 2 Ⅱ ３ (1) ①

関連する個別計画 　湯河原町障がい者計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　在宅の重度心身障がい者等がタクシーを利用する場合において、その費用の一部
を助成することにより、日常生活の利便と障がい福祉の増進を図る。

対　　象
　・身体障害者手帳１級・２級・３級の所持者
　・療育手帳A１・A２の所持者
　・知能指数35以下の者

○

内　　容

　福祉タクシー利用の助成額は、対象者の１回の乗車につき、福祉タクシー
の車種別初乗り運賃相当額で、利用券の枚数は、対象者１人につき年間24
枚（月当たり２枚の計算）を限度として交付する。ただし、有料道路障害者割
引を受けている者は、年間12枚（月当たり１枚の計算）を限度として交付す
る。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,082,585

人件費合計 1,082,585 1,031,905 1,014,230

総事業費 4,898,800 4,484,460 5,021,230

1,031,905 1,014,230

会計年度任用職員等

事業費 3,816,215 3,452,555 4,007,000

対象者数 助成額に直接関係 人 438 443 474

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 4,898,800 4,484,460 5,021,230

財源合計 4,898,800 4,484,460 5,021,230

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

使用枚数（年間延べ数） 助成実績 枚 5,127 4,606 5,341

社会福祉課(在宅重度障がい者等福祉タクシー利用助成事業) 



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　町独自の制度により福祉タクシー利用券を交付す
ることで、在宅重度障がい者等の外出機会の増加、
経済的負担の軽減等が図られる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　各年度において、年間延べ使用枚数5,000枚
前後の実績があることから、効果は得られてい
る。

令和２年度までの
自 己 評 価ま たは

改 善 点

　平成18年度の要綱改正により、有料道路障害者割引を受けている者は、年
間12枚（月当たり１枚の計算）を限度として交付することとした。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2 　事業内容や対象者数を考慮すると、委託料の費用対効果が得に

くいと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 5

　使用枚数の実績から、在宅の重度障がい者
の経済的負担の軽減等が図られていることが確
認できる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 5 　手帳取得時等に窓口で事業の周知をしてお

り、受益の機会は均等である。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　在宅の障がい児者の外出機会を創出し、移動手段の利便性向上を図る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　在宅重度障がい者等にとって、日常生活
の利便性や経済的負担の軽減が図られてい
るため、実施していく必要がある。

社会福祉課(在宅重度障がい者等福祉タクシー利用助成事業) 



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

参加児童数 訓練・指導実績 人 88 63 80

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 264,009 340,786 434,000

県支出金 131,723 167,867 217,000

地方債

一般財源 1,180,623 1,010,876 912,472

財源合計 1,576,355 1,519,529 1,563,472

その他特定財源

開催日数 療育指導 日 36 36 36

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

事業費 834,011 811,937 868,000

内　　容
　障がい児に対しては基本的な生活の訓練と指導を、保護者に対しては療
育指導を訓練会を通じて定期的に実施する。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 742,344

人件費合計 742,344 707,592 695,472

総事業費 1,576,355 1,519,529 1,563,472

707,592 695,472

会計年度任用職員等

目　　的
　町内在住の訓練等が必要な在宅心身障がい児及びその保護者を対象とし
た訓練会を定期的に開催し、療育指導体制の充実を図る。

対　　象 　町内在住の在宅心身障がい児及びその保護者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画 　湯河原町障がい者計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

各種サービスの
基盤整備

保健・医療の充実
P68 2 Ⅱ 6 (2) ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

事 業 番 号 １５７６ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 心身障がい児地域訓練会事業

事 業 開 始 年 度 平成 ６

社会福祉課(心身障がい児地域訓練会事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　生活の訓練と指導が必要な障がい児と、保護者への療育指導を行うため
の訓練会であり、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　障がい児と保護者に障がいの特性と発達
段階に応じた支援は継続して実施する必要
がある。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点
　平成27年度から子育て支援センター２階に会場を移転して実施

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3

　障がい児に対する訓練、指導等のための訓練会であり、行政が実
施するものと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 3

　訓練士及び指導員により、心身障がい児に必
要な訓練、療育指導等の充実が図られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 4

　町広報に開催日時、会場等を毎月掲載し、周
知を図るとともに参加を促している。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 4

　町民に身近な町が実施することで、訓練会を
必要とする心身障がい児の参加が期待できる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

3
　保育園との連携や健康診断による紹介によ
り、今まで接点の無かった就園前の幼児等が参
加につながるケースもある。

社会福祉課(心身障がい児地域訓練会事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

補助件数 補助実績 件 0 0 2

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 0 400,000

地方債

一般財源 0 0 486,934

財源合計 0 0 886,934

その他特定財源

補助申請件数 補助額に直接関係 件 0 0 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

事業費 0 0 800,000

内　　容
　浴室、トイレ、台所等の改造、段差解消、廊下等への手すり取り付け等、住
宅設備等を障がい者に適するように改良する場合、補助限度額の範囲内で
助成するもの。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 0

人件費合計 0 0 86,934

総事業費 0 0 886,934

0 86,934

会計年度任用職員等

目　　的
　重度障がい者の状況に適するよう住宅の設備を改修することにより、日常
生活の便宜を図り、障がい者福祉の増進に資する。

対　　象
　・身体障害手帳１級・２級の者
　・知能指数35以下の者
　・身体障害者手帳３級所持かつ知能指数50以下の者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画 　湯河原町障がい者計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

各種サービスの
基盤整備

住宅設備の改良
P68 2 Ⅱ 6 (2) ③

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

事 業 番 号 １５８８ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 重度障がい者住宅設備改良費補助事業

事 業 開 始 年 度 平成 １８

社会福祉課(重度障がい者住宅設備改良費補助事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　重度障がい者の日常生活の利便性向上が図られており、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　重度障がい者が日常生活を送る上で、暮
らしにくさを少しでも解消するため、必要な
支援となっている。

令和２年度までの
自己評価ま たは

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　重度障がい者への支援策であり、行政が実施するものと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 3 　生活の不便さを解消し、安全で快適な日常生

活が送れる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 4

　障害者手帳取得時に、窓口で事業の周知を
行っているほか、福祉制度の案内冊子の配布
や、町ホームページによる周知を行っている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 4

　障がい者が生活する住居の段差解消などの
改良を町が支援することで、障がい者の生活の
質の向上が図られる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4 　障がい者の日常生活の便宜が図られる。

社会福祉課(重度障がい者住宅設備改良費補助事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １５９６ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 障がい者歯科二次診療事業

事 業 開 始 年 度 平成 元

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

各種サービスの
基盤整備

保健・医療の充実
P68 2 Ⅱ 6 (2) ①

関連する個別計画 　湯河原町障がい者計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○
10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的 　一般の歯科診療所では対応が困難な障がい者の歯科診療の推進を図る。

対　　象
　県西地域２市８町に在住の身体障害手帳、療育手帳又は精神障害者保健
福祉手帳の所持者若しくは同程度の障がいがあると認められる者

内　　容
　障がいの程度や設備の面で、一般の歯科診療所では対応が困難な障が
い者に対し、安全でより高度な歯科診療と口腔保健指導を行うもの。
　運営費は、県西地域の２市８町で協定書に基づき負担している。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 92,793

人件費合計 92,793 88,449 86,934

総事業費 2,539,501 1,937,106 1,892,934

88,449 86,934

会計年度任用職員等

事業費 2,446,708 1,848,657 1,806,000

施設数 対応施設数 カ所 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 2,539,501 1,937,106 1,892,934

財源合計 2,539,501 1,937,106 1,892,934

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

利用者数 利用実績 人 58 61 65

社会福祉課（障がい者歯科二次診療事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　町が運営費を分担することにより、地域にお
いて障がい児者の歯科診療の確保が図られ
る。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　県西地域２市８町で共同運営することにより、
効率的な運営が図られる。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点
　老朽化に伴う設備の修繕を実施した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　小田原歯科医師会に運営を委託しており、利用者数等に応じて２
市８町で費用を按分して負担している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 5

　障がい特性等により一般の歯科診療所に通
院できない障がい児者の歯科診療を地域で提
供することができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 5

　対象となる障がいがあれば誰でも受診ができ
る。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　老朽化に伴う機器の修繕を実施する。

令和４年度以降の
方向性

　地域における障がい児者の歯科診療の確保が図られており、現状維持と
する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　２市８町の広域連携事業であり、一般の歯
科診療所では対応困難な障がい者の歯科
診療確保のために継続していく必要がある。

社会福祉課（障がい者歯科二次診療事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 １６３８ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 障がい者就業・生活支援センター事業

事 業 開 始 年 度 平成 １８

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

障がい児者が生き
生きと暮らしていく
ための環境づくり

社会参加・就労・就
学などの支援

P67 2 Ⅱ 6 (1) ①

関連する個別計画 　湯河原町障がい福祉計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　障がい者の就業・生活における相談・支援を行うため、県西２市８町で障害
者就業・生活支援センターを設置するもの。

対　　象
　県西地域２市８町に在住の障がい者（障がい種別は問わない。）で、就職
や職場の悩みなど相談したい方

内　　容

　障がい者の就業・生活に関する相談等を総合的・継続的に受ける障がい
者就業・生活支援センターを設置するもので、相談支援、準備支援、定着支
援、生活支援を継続的に実施するとともに、障がい者を雇用する会社への支
援も行っており、運営費は県西2市８町の人口比率による按分で負担してい
る。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 154,655

人件費合計 154,655 147,415 144,890

総事業費 480,186 470,929 465,890

147,415 144,890

会計年度任用職員等

事業費 325,531 323,514 321,000

センター数 対応施設数 カ所 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 480,186 470,929 465,890

財源合計 480,186 470,929 465,890

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

登録者数 登録実績 件 27 29 35

社会福祉課（障がい者就業・生活支援センター事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　町が運営費を分担することにより、障がい者の
就労等に関する相談・支援を総合的かつ継続
的に実施することができる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4
　県西２市８町の人口比率による按分で運営費
を負担することにより、効率的な運営が図られ
る。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　県西２市８町で第１号職場適応援助者助成金受給認定法人であ
る社会福祉法人に運営を委託している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 4

　ハローワーク等の関係機関と連携し、障がい
者の就労に関する支援を行うことにより、社会
参加の促進が図られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 4

　福祉制度の案内冊子への掲載や、支援セン
ターのホームページ等により広く周知を図って
いる。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　障がい者の就業促進、生活相談が図られており、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　２市８町の広域連携事業であり、障がい者
の就労相談・支援について、サービス提供
がされ、社会参加に結び付いているため、継
続実施する必要がある。

社会福祉課（障がい者就業・生活支援センター事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

給付件数 給付実績（移動・日中一時） 件 449 391 444

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 5,566,991 6,712,214 9,946,000

県支出金 3,958,277 4,489,133 6,148,000

地方債

一般財源 19,828,105 16,426,223 16,017,240

財源合計 29,402,889 27,672,982 32,157,240

その他特定財源 49,516 45,412

支給決定者数 対象者数（移動・日中一時） 人 96 96 109

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

46,000

事業費 26,928,409 25,314,342 29,839,000

内　　容
　意思疎通支援、成年後見制度利用支援、訪問入浴サービス、地域活動支
援センター事業、相談支援、日常生活用具給付等、移動支援、日中一時支
援等のサービスを提供する。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,474,480

人件費合計 2,474,480 2,358,640 2,318,240

総事業費 29,402,889 27,672,982 32,157,240

2,358,640 2,318,240

会計年度任用職員等

目　　的
　障害者総合支援法により、障がい児者がその有する能力及び適性に応じ
て自立した日常生活を送ることができるよう地域の特性や利用者の状況に応
じた柔軟な事業形態により効果的な事業を実施するもの。

対　　象
　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスを利用を希望する障がい
者等

○

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画 　湯河原町障がい福祉計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

各種サービスの
基盤整備

在宅サービスの充
実

P68 2 Ⅱ 6 (2) ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

事 業 番 号 １６５２ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 地域生活支援事業

事 業 開 始 年 度 平成 １８

社会福祉課（地域生活支援事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　障害者総合支援法に基づき実施する事業であり、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　福祉サービスの利用を通して、障がい者の
日常生活を安定的に支援するため、継続実
施する必要がある。

令和２年度までの
自己評 価ま たは

改 善 点

　令和２年12月１日から新たに基幹相談支援センターを設置し、相談支援事
業の資質向上を図った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　相談支援事業は社会福祉法人等に委託しており、小田原市、湯
河原町、箱根町、真鶴町の１市３町で事業費を負担している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 5

　障害者総合支援法に基づく支援を計画的に
提供することにより、日常生活の向上や社会参
加の促進が図られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 5

　障害者総合支援法に基づき、利用希望者に
対し均等に実施している。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　障害者総合支援法に基づき実施する事業で
ある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

5
　障がい者の日常生活の利便性の向上や社会
参加の推進が図られる。

社会福祉課（地域生活支援事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

短期入所対象者数 人 4 3 3

登録者数 居宅介護対象者数 人 0 0 1

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

短期入所拠点事業所数 カ所 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 550,482 532,425 515,890

財源合計 550,482 532,425 515,890

その他特定財源

事業所数 居宅介護拠点事業所数 カ所 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

事業費 395,827 385,010 371,000

内　　容
　通常の事業所では対応困難な障がい児者への福祉サービスの提供を確保
するため、拠点となる事業所（居宅介護１事業所及び短期入所１事業所）を
配置し、原則１年365日受け入れができる体制を確保するもの。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 154,655

人件費合計 154,655 147,415 144,890

総事業費 550,482 532,425 515,890

147,415 144,890

会計年度任用職員等

目　　的
　医療的ケアが必要な重症心身障がい者等で通常の事業所では対応困難
な障がい児者に福祉サービスが利用できるよう県と圏域市町とが連携して受
入体制を確保するもの。

対　　象
　医療的ケアが必要な重症心身障がい者や強度行動障がい者等、通常の事
業所では対応困難な障がい児者であって、本事業に事前登録した者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画 　湯河原町障がい福祉計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○
10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

各種サービスの
基盤整備

在宅サービスの充
実

P68 2 Ⅱ 6 (2) ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

事 業 番 号 １６74 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 障がい福祉サービス等地域拠点事業所配置事業

事 業 開 始 年 度 平成 ２２

社会福祉課（障がい福祉サービス等拠点事業所配置事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　今後も広域運営で実施し、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　２市７町の広域連携事業であり、登録者は
緊急時の受け入れサービスの利用が可能と
なるため、事業を継続していく必要がある。

令和２年度までの
自 己 評 価ま たは

改 善 点

　平成22年度に県のモデル事業として協議会を立ち上げ、平成23年度から
南足柄市及び中井町を除く県西１市７町で事業を開始した。平成24年度から
は南足柄市も参加し、現在は２市７町で事業を実施している。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　受け入れ先となる拠点事業所は、平成22年度の事業開始時から

同じ社会福祉法人が受託している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 3

　サービスが必要になった際の受入拠点を確保
するもので、登録者の緊急時の対応が可能と
なっている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 3

　対象者は医療的ケアが必要な重症心身障が
い者や強度行動障がい者等であり、該当者に
周知を図っている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　町が運営費を分担することにより、通常の事業
所では対応困難な障がい児者に福祉サービス
を利用することができる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4 　中井町を除く県西２市７町で実施しているた
め、経費の節減が図られる。

社会福祉課（障がい福祉サービス等拠点事業所配置事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

助成件数 助成実績 件 0 0 2

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 0 112,148

財源合計 0 0 112,148

その他特定財源

助成申請件数 助成額に直接関係 件 0 0 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

事業費 0 0 112,148

内　　容

　身体障害者手帳の交付対象とならないため、障害者総合支援法に規定す
る補装具費の支給対象とならない軽度・中等度の難聴児に対し、補聴器の
購入等に係る費用の一部を助成することにより、難聴児の言語の習得やコ
ミュニケーション能力の向上を支援するもの。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 0

人件費合計 0 0 0

総事業費 0 0 112,148

0

会計年度任用職員等

目　　的
　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の言語の習得
やコミュニケーション能力の向上を支援する。

対　　象 　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画 　湯河原町障がい者計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○
10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

障がい児者福
祉

障がい児者が生
き生きと暮らして
いくための環境
づくり

社会参加・就労・就
学などの支援

P67 2 Ⅱ 6 (1) ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ５

事 業 番 号 １６85 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

社会福祉課（経度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業) 



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　事業の周知を図り、申請件数の増を図る。

令和４年度以降の
方向性

　難聴児の言語の習得やコミュニケーション能力の向上を支援に資する事業
であり、現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　補聴器を装着することで難聴児の学習機
会が確保されるため、必要な事業であると考
えるが、事業初年度から助成実績がないこと
から、今後の動向を見極めて継続の有無を
検討する必要がある。

令和２年度までの
自 己 評 価ま たは

改 善 点
　要綱を策定し、平成29年４月から事業を開始した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児への

支援策であり、行政が実施するものと考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 3 　事業実施から助成実績がない。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 2 　事業の周知を図る必要がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5

　町が実施することにより、補聴器の購入等に
係る経済的負担を軽減でき、軽度・中等度難聴
児の言語の習得等の支援が図られる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

3 　平成29年度から事業を開始したが、助成実績
はなかった。

社会福祉課（経度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業) 



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月25日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

改修工事件数 改修工事等件数 件 11 3 3

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 56,333,906 10,765,558 20,905,428

財源合計 56,333,906 10,765,558 20,905,428

その他特定財源

改修工事件数 改修工事等件数 件 11 3 3

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

事業費 55,529,700 9,999,000 20,152,000

内　　容 　経年等により破損した施設・設備等の改修等を行うもの。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 804,206

人件費合計 804,206 766,558 753,428

総事業費 56,333,906 10,765,558 20,905,428

766,558 753,428

会計年度任用職員等

目　　的
　地域に設置している地域福祉会館の機能維持のため、施設の改修等を行
うもの。

対　　象 　地域福祉会館９会館

○

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○
10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実
現

地域福祉 地域福祉の総
合的展開

地域会館の活用促
進

P63 2 Ⅱ 4 (1) ⑧

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 1 ６

事 業 番 号 １７２９ 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 地域福祉会館改修事業

事 業 開 始 年 度 昭和

社会福祉課（地域福祉会館改修事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）

　公の施設等整備調査特別委員会及び地域福祉会館運営協議会による方
針及びスケジュールに従い、令和元年度は、宮下、城堀、門川、鍛冶屋会館
のコンクリート圧縮強度検査及び耐震診断のほか、文化福祉会館外壁タイル
補強工事、川堀会館雨漏り改修工事、中央区民会館整備工事を実施。令和
２年度は、宮上会館基本・実施設計、川堀会館内装等改修工事、福浦会館
エアコン更新工事を実施。令和３年度は、文化福祉会館外壁改修工事、基
本構想策定等業務支援のほか、城堀会館建物・設備調査業務委託を実施
する。

令和４年度以降の
方向性

　上記の方針及びスケジュール等に基づき、順次改修等を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　地域福祉会館の改修、建て替え等の方針
に基づき、順次改修等を図っていく必要があ
る。

令和２年度までの
自 己 評 価ま たは

改 善 点

　公の施設等整備調査特別委員会及び地域福祉会館運営協議会で今後の
地域福祉会館のあり方について協議を行っている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2 　文化福祉会館の今後のあり方について、その運営も含めＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ等による民間活力の活用について検討中である。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 4 　地域福祉会館の機能維持、利便性向上が図

られる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 3 　地域福祉会館利用者に限られる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5 　地域福祉会館の機能維持のため、定期的に

改修を行う必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4 　地域福祉会館の機能維持、利便性向上が図
られる。

社会福祉課（地域福祉会館改修事業)



令和３年度事務事業評価シート

令和３年11月22日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

修繕施工件数 修繕施工件数 件 14 9 10

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 2,086,785 3,699,317 2,289,780

財源合計 2,086,785 3,699,317 2,289,780

その他特定財源

修繕施工件数 修繕施工件数 件 14 9 10

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和元年度 令和２年度 目標値

事業費 1,653,751 3,316,038 2,000,000

内　　容 　経年等により破損した施設・設備等の改修を行うもの。

コ
ス
ト

区  分 令和元年度（決算） 令和２年度（決算） 令和３年度（見込）

人
件
費

常勤職員 433,034

人件費合計 433,034 383,279 289,780

総事業費 2,086,785 3,699,317 2,289,780

383,279 289,780

会計年度任用職員等

目　　的 　町営住宅の適正維持のため不具合箇所の修繕等を行うもの。

対　　象 　孫込住宅及び神戸住宅

○

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別計画 　湯河原町公営住宅等長寿命化計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○
10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラ
ン

前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

社会保障の充
実

生活支援・ひとり
親福祉

自立支援と最低
生活保障

町営住宅の整備検
討

P77 2 Ⅲ 10 (1) ③

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 1 3 3 1

事 業 番 号 8149 担当課等 社会福祉課

事 務 事 業 名 町営住宅維持修繕事業

事 業 開 始 年 度 昭和

社会福祉課（町営住宅維持修繕事業)



３　令和２年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和４年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和３年度の見直
し及び改善

（実績または予定）
　特になし

令和４年度以降の
方向性

　施設の維持管理に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　施設の維持管理に努めつつ、湯河原町公
営住宅等長寿命化計画を踏まえ、事業の継
続性を検討する必要がある。

令和２年度までの
自 己 評 価ま たは

改 善 点
　特になし

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2

　両住宅とも建築から相当な年月が経過しており、老朽化が著し
い。建て替えの計画はなく、委託・指定管理導入は難しいと考えら
れる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が
得られているか 4 　町営住宅の機能維持と町営住宅居住者の利

便性向上が図られる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の
機会が均等か 3 　町営住宅居住者に限られる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性
町が実施する必要があるの
か 5 　町営住宅の機能維持のため、不具合カ所の

修繕を行う必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効
果が得られているか
他事業との類似はないか

4 　町営住宅の機能維持と町営住宅居住者の利
便性向上が図られる。

社会福祉課（町営住宅維持修繕事業)


